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１．2026年３月期第１四半期の連結業績（2025年４月１日～2025年６月30日）

(1) 連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

経常収益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期第１四半期 667,236 10.1 153,880 11.7 104,862 8.9

2025年３月期第１四半期 605,668 △5.8 137,711 16.2 96,233 10.8

(注)包括利益 2026年３月期第１四半期 198,069百万円( －％) 2025年３月期第１四半期△245,285百万円( －％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益

円 銭 円 銭

2026年３月期第１四半期 29.29 －

2025年３月期第１四半期 26.61 －

(注) 「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益」については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2026年３月期第１四半期 230,961,073 9,030,434 3.8

2025年３月期 233,601,531 9,090,989 3.8

(参考) 自己資本 2026年３月期第１四半期 8,989,496百万円 2025年３月期 9,040,152百万円

(注) 「自己資本比率」は、「期末純資産の部合計－期末非支配株主持分」を「期末資産の部合計」で除して算出し
ております。
なお、本「自己資本比率」は、自己資本比率告示に定める自己資本比率ではありません。

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2025年３月期 － 0.00 － 58.00 58.00

2026年３月期 －

2026年３月期(予想) 0.00 － 66.00 66.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2026年３月期の連結業績予想（2025年４月１日～2026年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
１株当たり当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 680,000 16.3 470,000 13.4 131.44

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2026年３月期１Ｑ 3,575,878,720株 2025年３月期 3,604,335,520株

② 期末自己株式数 2026年３月期１Ｑ 1,322,813株 2025年３月期 4,378,660株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2026年３月期１Ｑ 3,578,984,588株 2025年３月期１Ｑ 3,616,241,006株

(注) 期末自己株式数には、株式給付信託が保有する当行株式が、2026年３月期第１四半期1,252,700株、2025年
３月期1,064,200株含まれております。また、期中平均株式数の計算において控除する自己株式数には、株
式給付信託が保有する当行株式が、2026年３月期第１四半期1,178,982株、2025年３月期第１四半期
1,291,350株含まれております。

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は

監査法人によるレビュー

： 無

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料は、株式会社ゆうちょ銀行（以下「当行」といいます。）及びその連結子会社（以下「当行グループ」と
いいます。）の企業情報等の提供のために作成されたものであり、国内外を問わず、当行の発行する株式その他の
有価証券への勧誘を構成するものではありません。

本資料には、見通し、計画、目標などの将来に関する記述がなされています。これらの記述は、本資料の作成時
点において当行が入手している情報に基づき、その時点における予測等を基礎としてなされたものです。また、こ
れらの記述は、一定の前提（仮定）の下になされています。これらの記述又は前提（仮定）は、客観的に不正確で
あったり、又は将来実現しない可能性があります。

このような事態の原因となりうる不確実性やリスクとしては、リスク管理方針及び手続の有効性に係るリスク、
市場リスク、市場流動性リスク、資金流動性リスク、信用リスク、オペレーショナル・リスク等（システム、レピ
ュテーション、災害、法令違反等）、気候変動を始めとするサステナビリティ課題に係るリスク、事業戦略・経営
計画に係るリスク、業務範囲の拡大等に係るリスク、事業環境等に係るリスク、当行と日本郵政株式会社及び日本
郵便株式会社との関係に係るリスク、国内外の金融政策に係るリスク、その他様々なものが挙げられますが、これ
らに限られません。当行グループの業績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性があると、当行が認識している重要
な事実については、有価証券報告書及び半期報告書をご参照ください。

なお、本資料における記述は本資料の日付（又はそこに別途明記された日付）時点のものであり、当行はそれら
の情報を最新のものに随時更新するという義務も方針も有しておりません。従って、将来の見通しと実際の結果は
必ずしも一致するものではありません。

また、本資料に記載されている当行グループ及び日本郵政グループ以外の企業等に関する情報は、公開情報等か
ら引用したものであり、かかる情報の正確性・適切性等について当行は何らの検証も行っておらず、また、これを
保証するものではありません。また、本資料の内容は、事前の通知なく変更されることがあります。


